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はじめ に
1975年の社会保障法の改正によりタイ トルXX(ソ ーシャル ・サービス)プ
ログラムが社会保障法上に明記 されてか ら既に10年余 りの年月が経遇したので
ある。
この間我が国においても幾度 となくこれが紹介されてきたのは承知の事実で
ある。特にこれがアメリカ老人福祉法 とその目的が酷似 している点か ら,我が
国の老人福祉の現状に照 らして取 り上げられることが少なからずあったのであ
る。
ところがそのような場合は殆 どパーソナル ・ソーシャル ・サービスにのみに
論点がかか り,老人福祉問題の根底となる生活経済的な問題については捨象さ
れるか,ま たは社会保障の問題 として切 り離されるかのどちらかである。更に
悪いことには,こ れが臨調行革路線にそった社会福祉の切 り捨てと,社会福祉
の有料化への口実に利用されることであって,そ の場合は決して老人福祉問題
の根本的な解決につながるものではないと言えよう。
果た して社会福祉において扶助とサービスを分離することはいか な る効 果
と,ま た逆に問題点をもつのであろうか?
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そ こで本論ではタイ トルXXを 取 り巻いて行われた扶助とサービスの 「分離
論争」についてG.ホ シノ(GeorgeHoshino)氏の論文"PublicAssistance
AndSSI"1)をもとに検討すると共に,こ れの我が国への影響 と現在行われつ
つある社会福祉改革の問題点についての考察を試みるものである。
§1.ア メ リカ社会福祉 史にみる扶助 とサ ー ビスの関連 について
アメリカにおける社会福祉発達の歴史を扶助 とサービスの関連に焦点をあて
てみるならば,概 ね次の四つの段階に分けて捉えることができよう。
1.COSの活動期
2.社 会保障法の成立
3.1962年の公的福祉修正法(PublicWelfareAmendment)
4.タ イ トルXXの 成立
そこで各々についてみるならば,
1)COSの活動期
これは概ね前世紀の終わ りから今世紀の初めにかけての時期であ り,一般的
にはこれをもって近代社会事業の出発点ととらえられる時期である。
いまこれについての詳細な内容検討は避けるとしてそのポイントのみをあげ
るならば,それは 「救済のための調査 と調整」及び 「友愛訪問 と道徳的指導」
の二点に集約できるのであ り,その中からソーシャル ・ケース ・ワークが発達
し,それなりの効果をあげてきたわけである。
このCOS並 びにソーシャル ・ケース ・ワークのながれの中において言 うま
でもなく,サービスと扶助の関係は同時進行的に行われていたのであ り,両者
はどちらかといえばサービス中心であ りなが らも相互補完的関連の上に成 り立
ていたといえよう。
しかし,同時期において扶助に重点をおいた動きが現れたことも事実である。
家庭充実政策(suitablehomepolicy)に基づ く母親年金 プログラム(要保護
児童のためのプログラム)であるが,こ れにっいても 「児童に対する扶助が両
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親の不道徳,無 責任を助長する」また,「 児童がその本来的な成長のために指
2)
導され る事無 く家庭に留め置かれてしまう恐れがある」として批判が行われた
し,現実においてもコミュニティーや社会福祉機関の厳格な基準に照 らして行
動や行為の評価の上がらない受給者に対しては常に生活の変化を勧告 してきた
し,そ うで無いものには不適格者 としての烙印を押し排除してきたのである。
結局のところこの時期においては扶助とサービスは切 り離 しては考えられてい
なかったことは明らかな事実であろう。
また先の母親年金プログラムの精神も次の社会保障法の成立を待つ こととな
るのであった。
2)社 会保障法の成立
1935年の社会保障法の成立は従来の 「扶助とサービス」の関係に関する考え
方に少なからず変化をもた らす こととなった。
そこでまず社会保障法の社会福祉政策に対する効果についてみるならば,そ
れは老人福祉の分野において顕著に認めることができたのである。つまり,社
会保障法の成立に基づいて老齢保険の適用者数が増加 したことと同時に老齢者
扶助の役割が減少 したのである。
しか し,この老齢者扶助の減少とい う変化に比 して前述の母親年金プログラ
ムの精神を受け継いで成立したADC(AidforDependentChildren)はそ
の期待に反 して役割を増大させる結果となったのであった。そしてそれは本来,
親の死亡や無力のために保護を必要とする子供のために考えられたプログラム
であったがその目的を越えて離婚や児童遺棄,更 には未婚の母 といった理由で
もって崩壊 した母子家庭のための典型的なプログラムとなってしまったためで
あった。
その結果,ADCに 対しては税金を基礎 として不道徳を助長するとい う批判
が加えられ,ADCも またその運営において懲罰的,抑 圧的に対応することに
よりこの批判に答えたのであるが,そ の傾向は日増 しに強化 していかざるを得
3)
な か っ た 。
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そ のよ うな抑圧的傾向のなか でアーサ ー ・フ レミング(ArthurFleming)
は,「 適当で ない家庭 状況の もとで育 て られている貧 しい子供に対 してはいか
4)
な る場合 もその援助を拒否す ることはできない」 とす る 「フ レミングの規定」
を うちだ し,児 童 の保護にあた ったのであ る。
この フレ ミングの規 定は何 らADCの 抱}る 問題 の解決にはつなが るもので
はなか ったがADCの 申請 者が 「それ を うける権利がないのか,そ れ とも必要
なのは生活 の更生指 導なのか(disqualificationorrehabilitation)」とい う扶
助 とサー ビスの論争 を明確 に示 したのであ った。
3)1962年公的福祉修 正法
「フ レミングの規定」に続 いてア ド・ホ ック委員会(AdHocCommitee)
は公 的福祉修 正法を提出 し,1962年ケネデ ィー大統領 のも とに採択 され,「 救
済 に替わ る更生(rehabilitationinsteadofrelief)」のス ロー ガンの もとに福
祉行政 が組織 編成 され ることとな った。
このス ローガンにおいて示唆 され る目的は 「要援護者 の適応 と予防であ り,
自助 と自力(Self-careandSelfsuport),及び家庭生活の保持,或 はそれが
不 完全な ときはそれを十分 に行 い家庭生活 を復 旧す る ように指 導援助す ること
5)
であ る」 とい える。
そ して この 目的に沿 って更生 的な ソーシ ャル ・サ ー ビス とい う形式的規定を
作 り現行の扶助受給 者は もちろんの こと潜在 す る要援護者に対 して も公的扶助
にお けるサ ー ビス戦略を展開 したのであ る。そ してそ こでは個別化 された ソー
シ ャル ・ケース ・ワークは第一線的なサー ビス方法 である と考 え られていたの
であ る。 この1962年の改 正に よ り訓練 を受 けた ソーシ ャル ・ワーカーに よるサ
ービスの提供 は増加を続け るケースの数 と公 的扶助 の費用を減少 させ るであろ
うとい う期待が持たれたのであ り,そ れが また この改正の大前 提であ った。 し
か し現実は この大前 提に反 して1960年代にAFDC(AidtoFamilieswith
DependentChildren)の受給者数 とその支 出は急激に上昇 したのであ った。
またその他 に も種 々な る訓練 の プログ ラムや,ソ ーシ ャル ・サー ビスのデモン
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ス トレーシ ョンも展開されたのであるが,い つれも結果は前提に反するもので
あった。
4)タ イ トルXXの 成立
このように1962年の公的福祉改正法に基づ くサービス戦略は結果的に失敗 し
たのであるが,そ の結果として次なる新たな論争が持ち上がることとなる。
それは扶助とサービスの分離論争であ り,この両者を分離することによって
実行可能なソーシャル ・サービスの体系を創造することが可能 となり,更には
より公正で慈しみ深い公的扶助のプログラムが開発可能であるとするものであ
る。
そこでその理由についてみると 「一人のワーカーが扶助 とサービスの両方を
統制するときは受給者の依存的地位を強制した り,威圧的なサービスを押し付
けた りする危険性がある。この結果たいへん大きな捕虜的ケースを造ってしま
う。また扶助のための資格の決定とは本来 ワーカーと受給者 との関係の中にあ
って実際的で実行可能な助言的要素を導入する一つの過程であ り,そこにおい
てこの両者が混在することは真の専門的クライエソ ト・ワーカー関係にとって
良い影響を与}る ものではない。更にはサービス ・ワーカーの弁護的役割をも
妨げるものとなる。……このような援助に関する汚名はこの両者を切 り離すご
6)
とによって解決されるものである。」としている。
この議論に対して連邦の立場は1960年代の終わ り頃か ら序hに 分離賛成へと
動き,1972年に及んで1)扶 助の適格性の決定 とサービスの提供の二つの機
能のための分離したスタッフ.2)分 離 した査察指導 と管理運営.3)二 つの
プログラムの内容及び支出,更 にはこれらプログラムの実行度の監視のための
分離 した計算システムの三つの規定を含めて扶助とサービスの分離の指示が連
邦より発せれたのである。
ここで1)に ついて少し追加的に説明するならば,出 来得るかぎり簡素化
された手続きで運用するための公的扶助プログラムについては一般的にエリジ
ビリテ ィー ・テクニシャン(eligibilitytechnician)と呼ばれ る非専門のスタ
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ッフを広範に利用することに したのであり,更にはエ リジビリティー ・テクニ
シャンの仕事及び彼らの仕事に要 され る訓練はサービス ・ワーカーのそれ とは
完全に区別されたのである。
以上の連邦規定の結果,分 離は殆 どの部所で ゜,的に受け入れられ,完 成さ
れた事実 となったし,分離の結果として公的扶助プログラムは非専門的なエリ
ジビリティー ・テクニシャンのスタッフによって運営されるス トレー トな現金
給付 プログラムとして考えられるようになった。また ゜`的に言われるソーシ
ャル ・サービスやその他のパーソナル ・ソーシャル ・サービスは通常の扶助的
な部所か らは物理的に切 り離された別のサービス部所の中に組み込まれること
7)
とな ったのである。
更に付け加えること1974年の 補 足 給 付 制 度SSI(SupplementSecurity
income)の確立は成人に対する扶助を連邦化したのであ り,これによ り分離の
概念は更に助長 されることとなったのである。
このような状況を踏まえて1975年にはソーシャル ・サービスに対して州が認
定補助を行 う新 しい条項 「タイ トルXX」 が社会保障法に加えられたのであ り,
これにより社会保障法の公的扶助条項における従来のサービス提供は除去され
ることとなったのである。
以上 まとめとして1)～4)の歴史的流れの中か らサービスと扶助の関連をま
とめるならば,1)のCOSの活動期においては前述の通 りサービスと扶助は相
互補完的関連にあ り,2)の社会保障法の成立により扶助に期待がかけられ,3)
の公的福祉改正法によるサービス戦略により扶助に替わる更生 としてサービス
に重点がおかれ,4)のタイ トルXXの 成立によりサービスと扶助が分離 される
とい う経過をたどったこととなる。
しかし,こ こで今一つ重要なポイン トはソーシャル ・サービス(或 はソーシ
ャル ・ワーク)の もつ対 ・貧困機能である。ここで1)～3)の段階においては確
かにその方法において,或 は扶助に,或 はサービスに重点が移動 した ことは事
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実であるが,こ の場合いずれの方法に重点が置れようとも,そ の全体としての
目的は対 ・貧困であ り,それか ら離れることはなかったのである。ところが4)
のタイ トルXXの 成立は前三者とはその様子が異な り,ソーシ ャル ・サービス
のもっ対 ・貧困機能に対 して,サ ービスか扶助かとい う形でその方法論上で重
点を移動 させるのではなく,同一の社会保障法とい う法律のなかにサービスと
扶助を分離し,対 ・貧困機能を扶助に振 り分け,ソ ーシャル ・サービスからは
対 ・貧困機能の性格を弱める結果を産み出したのである。即ち,「(従来)社 会
保障法によって提供されるサービス,例 えばAFDC,SSI,Medicaidなどは,
すべて所得の認定に基づいて提供されるカテゴリカル ・プログラムである。し
かしタイ トルXXに よって家族計画,情 報 と送致サービスは誰でも受け られる
8)
とい う,いわゆる普遍的サービスの理念が導入,実 施されたのである。」その意
味から1)～3)の前三者の流れとは明らかに異なった新たな潮流 としてこれを捉
xる必要があろう。
§2.タ イ トルXXに ついて
1975年にアメリカ社会保障法にソーシャル ・サービスに対 して州が認定補助
を行 うとする 「タイ トルXX」 が加えられるに至った経過については先に見た
通 りである。
ここでは少 しくその内容について検討を試みることとする。
9)
まずその目的と内容についてみるならば,
(1)依存性の予防,低 下,除 去により経済的自立を達成,維 持させること。
(2)依存性の低下と予防を含めて自己充足を達成,維 持させること。
(3)自己の利益を防衛できない子供や大人に対する放任,虐 待,搾 取を予防
改善すること,或は家族を保護,修 復,再統合すること。
(4)不適切な施設ケアーを予防,減 少させること,或はその他の非効率のケ
ァーにっいても同じ.である。
(5)居宅でのケアーが不適切な場合には施設ケアーへと措置 し入所させ,ま
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た施設 内での個 々の対象者にサ ー ビスを提供 す ること。
の五 つの項 目を掲げてい るのであ り,こ れ らに対 して各州が各 々の状況 によ り,
この 目的に即 したサ ー ビスを供給 し,可 能なかぎ り配備す る こと,更 にそれ ら
のサー ビスに対 して連邦が費用 の75%を援助す るとい うものである。
次 に タイ トルXXと ソーシ ャル ・サ ー ビスが広い意味 でのアメ リカの社会福
祉政 策に しめ る位置付 けにつ いてみ てお くこととす る。
既 に見 た通 り1962年の社会保障法の改正は公 的扶助 ソーシ ャル ・サー ビスプ
ログラムを確立 した のであった。そ して1975年の タイ トルXXと い う条項追加
においては62年の改正 を もとに連邦社会保障法における二 つの保健項 目(タ イ
トル,XVIIIMedicare,とタイ トルXIXMedicaid)を追認す る形 で ソー
シ ャル ・サー ビスを新 しく分離独立 させた のであ る。 この結果,75年段階 での
連邦社会保障法 は便宜上,大 き く分け て三っの別々の プログ ラムの集合 とい う
形 を とることとなる。即 ち,1)社会保険規定に基づ く現金所得援 助(OASDI,
UC)と 公 的扶 助(SSI,AFDC)と い った現金支払 プログラム。2)メ デ ィケ
アー,メ デ ィエイ ドといったヘル スケアーのための受診療養費支払 いプ ログラ
ム。3)タイ トルXXに よって提供 され る ソーシ ャル ・サー ビスの プログラム。
10)
の三つ である。
これ について今少 し説 明を加 えるな らば,1935年の社会保障法 の成立か ら今
日に至 るまで ソーシ ャル ・サ ー ビスは社会保障システム とは区別 され分離 され
た内容 として考 え られ てきた のであ り,そ れは現金支払 いプ ログラムに対す る,
或 はマ ンパ ワー ・プログラムに対す る付随物であ ると考 え られ てきたのであっ
た。 その意味 か ら人hの 権利 のなかで必要 とされ るサー ビス としてみ られ るも
のではなか ったのであ る。 タイ トルXXの 成立は この様 な ソーシ ャル ・サー ビ
スに対 す る位 置を大 き く変化 させ る ことにな ったのであ る。
次 に タイ トルXXに つ いてその対象 とソーシ ャル ・サー ビスの対貧 困性 の面
か らこれをみ ることとす る。
ソーシャル ・サー ビスが現金支払 い プログラムや マンパ ワー ・プログラムの
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付随物であると考えられていたときは,そ の機能においてそれは明らかに貧困
に対する政策としての性格を持ち続けていたことは言うまでもない。
G.ホ シノはこれについて 「タイ トルXXは いまだにアソチ貧困機能を持ち
続けている。そしてそれはゴールとい う用語のなかに見い出す ことが出来 る。
そのゴールとい う用語 こそ重要であって,それは要保護者ができるのを予防し,
経済的な自立を持続させ,自立を成 し遂げさせることにある。」としている。ま
た,そ の意味か らソーシャル ・サー ビスの 「受給資格はAFDC.SSI.医療扶
lll
助の受給者か,そ れ とも低所得者に限定されるべきであるとしている。」
しか し,この様なG.ホ シノの主張 とは裏腹に現実の受給資格を見るならば,
その資格用件は1)収 入に基づいて受給資格のある人々とは家族構成に対応す
る州の平均所得の115%を越えない人,2)所得維持サービスの受給者として資
格のある人々であ り,SSI,AFDCを受けている人は自動的にこの中に含 ま
れ,全 てタイ トルXXの サービスを受ける資格を有する,3)所得に関係無 く,
または費用を課せられること無 く提供 される特定のサービスを必要 としている
12)
人 々,の 三つを規定 してい るのであ る。
ここで2)については従 来 と大差が無 いのであるが,1)及び3)にっ いては明 ら
かに従 来 の対貧困 とい う性格をxる ものであ る。
ここにおい て検討 すべ き種 々なる問題 が生ず る ことは明 らか であるが,そ の
考察 に入 る前 にタイ トルXXで 規定 され るソーシ ャル ・サー ビスの内容 にっい
て先 に見 る こととす る。
A.カ ーソ(AlfredKahn)は彼 の著書 のなかで 「ゼネラル ・ソーシ ャル ・
13)
サ ー ビス(GeneralSocialServices)」とい う用語 を使用 し,英 国では伝統的
に使用 され てきた 「ソーシャル ・サ ービス」 とい う用語 に対 して 「パ ーソナル
・ソーシ ャル ・サー ビス(PersonalSocialServices)」とい う用語を使用す
るよ うになってきてい るが,こ れ らはいずれ も社会保険,公 的扶助,保 健,教
育,住 宅 とい った従来か らの社会福祉サ ー ビスか ら区別 した ソーシ ャル ・サー
ビス とい う意味あいで使用 し,そ れ を限定 してい る。 しか し,そ の中身につ い
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てみ るな らば,い ずれ も概念 的な定義があ るのではな くケース ・ワーク,カ ウ
ンセ リソグ,プ ロテ クテ ィブ ・サー ビス(protectiveservices)等と い った
もの,或 は人間関係 に関す るサ ー ビス,更 にはデ ィ ・ケアー,ホ ッ ト ・ミール,
その他 の雑用 サー ビス等,現 在既 にサ ービス として固定 してい る と認 め られ る
ものを列挙 する ことに よって定義 しているのである。
これ を法律 の面か ら見 るな らば1962年の法改正か らは 「家庭生活 の強化」に
関す るサー ビス とい う漠然 と した範囲 で規定 され るし,タ イ トルXXの 規定に
おいて も 「要援護性 の削除」,「自立 の助長」 とい うタイ トルXXの 目的に照 ら
して保健,教 育,現 金支払い とい った ものを除 いて全 てのサ ー ビス とい うこと
にな る。或 は資金 の面か ら見 るな らば75%の連邦援助資金 の得 られ るものは全
てパー ソナル ・ソーシ ャル ・サ ー ビスとい うことになるのであ るが,こ れ らい
ずれ を とるに しても適 切で説得力 のある定義付 けや予測性を見い 出す ことは出
来 ないのである。
この様 な不 明確 な ソーシ ャル ・サ ービスに対す る定義付け のなかで扶助 とサ
ー ビスを分離す ることは どの様 な結果を うむ ことになるのであ ろ うか。 この点
にっ いて特に先にあげた ソー シャル ・サー ビスの対貧困性 の問題 と絡めて次に
ユの
考 　られるい くつかの間題を取 り上げることとする。
まずソーシャル ・サービスの対貧困についてであるが,タ イ トルXXで は先
に見た通 り,その受給資格か らみて従来の伝統的な対貧困の機能を越えてのサ
ービス提供を規定しているのである。ここにおいて問題となるのは,い ま仮に
保護の申請者が非常に貧乏であるとか,法的,社 会的に問題を持つ場合,従来
的なや りかたでは扶助 とサービスが同時に進行 したのであるが,これが分離 さ
れ ることによって彼 らはサービスを申請する以前においては活用 しうる資源は
何 も無いこととなる。 この様な場合サービス ・スタッフの活動は本当に望 まれ,
要求されるものに対 して逆に門を閉ざしてしまう危険性を持つこととなる。 こ
の様に考えるならばサービスと扶助の分離 とは要援護者の側からみれば,扶助
とサービスの両方を同時に行 う従来の社会福祉サービスの在 り方に比べて,一一
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つの分断過程 と捉えることが出来るのであ り,更にこれにタイ トルXXに おけ
る自由裁量的な固有性を考慮するな らば,要 援護者の要援護状態に照 らして彼
らのサービスへの要求を逆に威圧する結果 となる。 しかも貧困な家庭はしばし
ば種hの 個人的,社 会的問題を複合的に持つ ものであり,その ことを考慮にい
れるならば要援護者のサービス受給は殆 どその可能性を失 うこととなる。
結果的にソーシャル ・サービスの受給に関 してはその受給者を貧困者に限定
するか,或 は財政的援助と結び付いた何 らかの方法で限定するか,ま たは所得
制限を課するか等によって限定す る必要があ り,そうしない場合はいずれニー
ドの殆 どない貧困でない人hに よってサービスが独占されることとなろう。
また別の角度か らこの問題について検討するならば,ア メリカにおいては伝
統的に老人や盲人,廃 疾者といった 「価値ある貧困」 と離婚によって崩壊 した
家庭 とか,児 童遺棄,未 婚の母 といった 「価値の無い貧困」を区別 してきたの
であ り,それ らに対する政策 もOASDI,SSIといったどち らか と言えぽ価値
ある貧困者のための積極的で建設的なプログラムとAFDCの ようなどちらか
といえば価値の無い貧困者のための威圧的で懲罰的なプログラムとに分けてき
たのである。その様な分け方の善し悪しはべつとして,こ の様に分けることに
よって 「価値の無い貧困」では一つの区分けされた階層 としてかな り孤立化さ
れてぎた し,貧困でない人hに対 してはサービスが適用され無い様に特別な配
慮がなされてきたのである。 この様な伝統的なアメリカの社会福祉政策の在 り
方にっいては議論の必要もあろ うが,一 方においてそれはそれな りの意義をも
っていたわけで,それに対してこの扶助 とサービスの分離を どのように考え,
実行していくかも十分に検討の余地を含むものとなるはずである。
更に ソーシャル ・サービスの内容との関連についても問題が認められ よう。
それは前述のソーシャル ・サービスの対貧困性とも当然関連 した ものであるが,
先に見た通 り,現時点においてソーシャル ・サービスに関 して,それを説明す
るに十分な定義や概念が明示 されていない。その様な状況にあって既に現存 し,
一応妥当であろうとするサービスを規定しているのであるが,それ らのサービ
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スの中には明らかにソーシャル ・サービスが本来 もっていた対貧困機能のもと
に提供 されてきたサービスがい くつか存在することがわかる。
例えばディ・ケアーとか食事サービスという類いのサービスはただ単に昼間
のサービスを した り,食事の準備の出来ない者に対 して食事を提供するとい う
プログラムではなく,生活維持 と言 うことがその本来の目的であって,そ の様
な本来的な目的に基づいて行われる実質的で財政的なプログラムである。
この様なプログラムを単純に扶助とサービスという形で分離することが果た
して可能か どうかは甚だ疑わ しいところである。
同様の問題はケース ・ワークにっいてみる場合更に明らかとなろう。今 これ
について云々するまでもなく,M.リ ッチモン ド(MeryE.Richmond)以来
のケース ・ワークの在 り方をみれば公的扶助(生 活保護)を 離れてそれが存在
ユのしうるかどう
かは議論をまつ までもないのである。
以上の他にも多くの問題が この扶助 とサービスの分離の課題のなかに存在す
るのであるが ここではこの辺 りで置いて,次に我が国における社会福祉政策の
最近の動向との比較においてこれを見ることとする。
§3.我が国 の社会福祉政策 の最近 の動 向 と扶助 と
サー ビスの分離 につ いて
はじめに記 した通 りこのタイ トルXXは アメリカ老人福祉法とその目的が酷
似 しているのであ り,特に高齢化社会を目前とした我が国の老人福祉の現状に
照 らして,そ の政策の動向に少なか らず影響を及ぼしたことは明らかである。
事実,現 在行われ ようとしている我が国の社会福祉の改革(こ こではその内
容の一々についてふれる余裕はないが)は 殆ど今まで述べてきたところのタイ
トルXXと それをとりまく扶助 とサービスの分離論争の延長線上にあると思わ
れるほど,類似性を認めることができるのではないだろ うか。
そこで本論ではこのタイ トルXXと それを取 り巻 く扶助とサービスの分離論
争のもとにあるアメリカの社会福祉政策 と現在我が国において行われつつある
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社会福祉政策の改革とを重ね合わせて検討することとする。
1)社会福祉政策の背景について
前述を繰 り返すことになるが,我が国の社会福祉政策の最近の動向は先のタ
イ トルXXと それを取 り巻 く扶助とサービスの分離論争に多 くの類似性を認夢
ることができよう。
しか しその多 くの政策上における類似性に比 して種々の政策が打ち出される
背景には必ず しも類似性をもつとは言い難い。つまり,既に見てきた通 りアメ
リカの場合にはこの扶助 とサービスの分離論争には永い歴史が存在するし,そ
の結果 としてのタイ トルXXの 成立もまたその意味ではそれら分離論争の所産
であると言い得る。
それに比して我が国の場合,現 在行われつつある社会福祉政策の改革に際し
てはアメリカで行われてきたような扶助 とサービスの分離論争は存在しなかっ
たし,それ故その様な論争に結果するものでは全 くない。
それでは我が国の場合は何如なる理由でもって種々なる社会福祉の改革が主
張 されるに至ったのであろうか。
それについて三浦文夫氏は 「福祉見直 し論」には二つの流れがあるという。
そしてその第一は 「低成長下あるいは財政危機のなかで,社会福祉の推進をい
かに図るかということで論議されたもので,主 として財政節減の面からの主張
であった。これに対 して第二の系譜は戦後三十年を経過 し,と くに昭和三十年
代中頃以降の急激な社会 ・経済変動のなかで露わとなった国民生活 と意識の変
化に対する社会福祉の在 り方を問い直すとい う意味での福祉見直 しの論議があユの
ったのである。この二つの流れは今日においても引き継がれているのである。」
としている。
この主張によれば第一の系譜とは臨時行政調査会の答申及び行政改革に基づ
く財政再建論を根拠とした社会福祉の改革論であ り,第二のそれは第一の系譜
とは一線を画した形で 「社会保障,社 会福祉の側においても今回の答申をまっ
までもな く改革が求め られなければならない多 くの問題がある」と三浦氏ヵミ主
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張するところのものである。すなわち氏によれば 「とくに高齢化社会の進展の
なかで現行制度の維持 ・温存のみに時を過すならば,そ れ らが国民生活あるい
は国民経済にとって由々しい問題とな りかねないようなものもある。その意味
で医療保障の在 り方や年金制度の在 り方は抜本的に検討され,改 革を要する問
17)
題がある」としている。
さて,こ の二つの社会福祉見直 し論の流れについて,そ のいずれが現在の社
会福祉の改革を支えているのか,ま た,そ の両者がどのように重な り合ってい
るのか等h,種 々の問題が存在するがここではそれらの問題に深入 りする余裕
はない。ただここで明らかなことは先述 したところのタイ トルXXと それをと
りまいて行われた扶助 とサービスの分離論争とはその改革 の論拠が全 く異なる
と言うことである。
2)タイ トルXXと 我が国の社会福祉改革について
以上見てきた通 リタイ トルXXと 我が国における社会福祉改革についてはそ
の背景は全 く異なるものである。にもかかわらず この両者においては幾っかの
共通する点が見いだされる。そ こで再び三浦氏の論文から引用 してみよう。氏
は彼の言 う第二の系譜の福祉見直しについて 「第二の系譜の 『福祉見直 し』の
根底にあるものは従来の貧困,低 所得問題を主たる内容 とする貨幣的ニー ドか
ら金銭給付では充足す ることの出来ない非貨幣的ニー ドに社会福祉の課題が移
行 してい くところに,福祉見直 しの基本的課題があると主張 した ことがあるが,
今 日の事態も根本においては同じであると思われる。その後の社会福祉の展開
において,一方では在宅福祉サービスの推進 と言 う方向で,非 貨幣的ニー ドの
充足が追求され,他 方では社会福祉 ニー ドが非貨幣的ニー ドに移行するにっれ
て,従来の社会福祉において貧困,低 所得を要件として提供されたサービスを
越えて,一般階層の人hに 対 しても社会福祉サービスが拡大されはじめてきて
18)19)
いる」 と述べているのである。更に別の箇所で,(こ こでは紙数の都合上割愛
せざるを得ないが,)社会福祉サービスの一一般階層への拡大についての必要性 と
必然性にっいて,また貨幣的ニー ドと非貨幣的ニー ドについて述べているし,
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加えること 「今後は現金給付で対応できない非貨幣的ニー ドを主要な課題 とす
る。更にそれ らをもとに対人福祉サービスの再編成 と推進が80年代の社会福祉
ゆ
政策の戦略の'/Jとなるものである」としている。
ここで氏の論理を先のタイ トルXXに 照らして見るならば両者の論理は同一
の ところに帰結することが解る。すなわち扶助を貨幣的ニー ドに,サ ービスを
非貨幣的ニー ドに対応させ,更 には,社 会福祉の対象を非貨幣的ニー ドとい う
言葉を使 うことによって一般国民大衆に拡げたことはタイ トルXXに おいてサ
ービスの受給資格を伝統的な貧困層か ら ゜r大衆に拡げた事 と共通す るし,扶
助 とサービスを分離 した こととも共通するものと言}よ う。
またこれは本論の直接課題 とするところではないが,タ イ トルXXに おいて
従来の連邦政府主導の社会福祉か ら州に多 くの権限を委譲したことは我が国に
おいて国か ら地方公共団体への権限の委譲に共通す るものである・
等 々このタイ トルXXと 我が国における社会福祉の改革論には多 くの共通点
を見い出す ことが出来るのである。
さて,こ こでの問題点は何も三浦氏の主張がタイ トルXXの模倣である,或
は我が国の社会福祉改革論がタイ トルXXを 下敷きにしているなどとす るもの
では決してない。特にタイ トルXXは,パ ーソナル ・サービスに対する連邦,
州の補助金の規定が中心であるのに対し,我 国の社会福祉の改革に於いてはそ
の様な規定は全 く無視されている。ここでいう類似性とはあ くまで現象的な面
について述べているのであるが,た だもし,タイ トルXXと 我が国の社会福祉
改革に種々なる共通点が存在するとすれば,既 にタイ トルXXに ついての考察
のなかで示 した ところの問題点が我が国の社会福祉改革及びその改革の路線の
上にも存在することとなるのである。
そ こで次に我が国の社会福祉改革における問題点を先述のタイ トルXXに お
ける問題点と照、らして取 り上げてみよう。
3)我が国の社会福祉改革における問題点
ここではまず,タ イ トルXXに おけるサービスの定義 と三浦氏のい う非貨幣
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的ニー ドとそれに対応するサービスの定義にっいて検討することか らは じめ よ
う。
ここで,タイ トルXXに おけるサービスの定義については先に記した通 りで
あるので再び繰 り返さない。そこで三浦氏の非貨幣的ニー ドとそれに対応する
サービスの定義にっいてみるならば,氏 はニー ドを貨幣的ニー ドと非貨幣的ニ
ー ドに分け,「前者は現金給付によって充足可能なニー ドをいい,後 者は現物
鮒 で対応するニー ドを鮴 してい21)している。ま湖 金鮒 覡 物給伽 こ
ついて 「通常,社 会的ニー ドの充足には現金(金 銭)給 付と現物給付の二つの
形態がある。い うまでもなく現金給付はそのニー ドの充足を金銭の給付によっ
て行 うもので,こ の種のニー ドをここでは仮に貨幣的ニー ドと称し,他方現物
鮒 で対応すべ きニー ドを非鰭 的ニー ドと称することにした聡 更に 「ここ
でい う貨幣的ニー ドというのはニー ドそのものが経済的要件に規定され貨幣的
に測定 され うるものであ り,さらにそのニー ドの充足は主として金銭給付によ
って行われるとい うものである。(た だし特殊な場合には金銭給付に代わる現
物給付で対応する場合 もある)したがって貨幣的ニー ドとい うのは経済的ある
いは所得の側面か ら捉えられる貧困あるいは低所得とい うことになる。 これに
対 して非貨幣的ニー ドとい うのはそのニー ドを貨幣的に測ることが困難であ り,
その充足にあたっては金銭(現 金)給付では十分効果を持ち得ず,非 現金的対
応を必要とするものである。したがって簡単にいうと貨幣的には表示し得ない
生活上の諸障害にもとついて現れる要援護性を意味し,従 ってそのニー ドの充
足にあたっては現物または役務(人 的)サ ービス等によらなければならないも
のである。 この用語はわが国の社会福祉分野では必ず しも定着 した用語ではな
いが人によっては所得保障に対するサービス保障 とか機能保障などのいいかた
をする場合もある。ここでは貨幣的ニー ドに対す る金銭(現 金)給 付,非 貨幣
的ニー ドに対する現物または役務サービス(ま たは対人福祉サービス)と呼ぶ
　の
ことにしておきたい」 と定義している。
しかし,この定義については機能的にニー ドを貨幣的 と非貨幣的に分類して
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いるのみであ り,この両者の関連性については必ずしも明確に示されているわ
けではない。
そこで今少し氏の論文を引用 し(紙数の関係上,ポ イソ トのみをまとめ書き
する),非貨幣的ニー ドについてより具体的に内容を探ることとする。氏は在宅
福祉サービスのニー ド構造についての章において非貨幣的ニー ドを次のように
大きく二つに分けることが出来るとしている。即ち 「その第 一は家族その他の
r私的』ニー ド充足のメカニズムを前提としてこれらのニー ド充足機能が何 ら
かの理由により十分に機能することができず,こ のため社会的な解決が必要 と
されるニー ドがそれである一 「代替,補 完的ニー ド」……在宅ケアー ・サー
ビス。第二の非貨幣的ニー ドはこれ らのr私的』なニー ド充足機能では解決す
ることができずに最初からr社会的』に用意されなければならないものである
「即 自的ニー ド」……専門的ケアー ・サービス。」とし,各々についての説
明と具体例を挙げている。つまり,専門的ケアー ・サービスとは一定水準以上
の医療,看 護,リ ハビリテーショソ,教育カウンセ リング等々濃密な身辺介助
的社会福祉サービス。また,在宅ケアー ・サービスとはもともと家族のニー ド
充足機能が 「健全に」機能している場合は社会的ニー ドとして顕在化され るこ
とのないニー ド……家事,身 辺介助的ケアー,情緒的安定の為の援助が主体と
な り必ずしも専門的である必要はない,… …家事援助サービスとしての家庭奉
仕員(ホ ームヘルパー),給食あるいは配食,入 浴,洗濯,布 団の乾燥,買 い物,
24)
歩行,雑 用等。 としている。
さて以上により三浦氏のイメージする貨幣的ニー ドと非貨幣的ニー ドとそれ
らに対するサービスの形態は一応明らか となった。
そこでこの三浦氏の見解 とタイ トルXXの 場合 とを比較するならば,一 見こ
の論理はニー ドを貨幣的 と非貨幣的に分け各々について詳 しい説明と定義付け
を行っているようであ りながら,実のところ経済的あるいは所得の側面か らと
らえられる貧困を対象 としてそれを貨幣的ニー ドに照 らし,それ以外のものを
非貨幣的ニー ドに振 り分けているのであ り,この分け方は先のタイ トルXXの
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考察のなかの従来的な社会福祉サービスから区別 したソーシャル ・サービスと
い う意味あいで 「パーソナル ・ソーシャル ・サービス」とい う用語を使用す る
ようになってきたのに共通するし,具体的な非貨幣的ニー ドの内容については
ほぼタイ トルXXの 考察において述べた所と合致することとなる。
このように見ていくならば,そ こには当然先のタイ トルXXの 考察において
浮彫 りにさたところの問題点とほぼ同様の問題点が我が国の社会福祉改革の中
にも見い出せる事となろう。
たとえば,氏 自身も例外的に認めているように貨幣的ニー ドにあって金銭給
付玳 わ槻 物繃 とい甥 合カミ存在するので就 その徽 駘 それを鰭
的 と非貨幣的のどちらの範疇で捉えるべきかは非常に不明確に成らざるを得な
いし,また非貨幣的ニー ドと目されるものの中にあってもプライマリー的には
貨幣的ニー ドとして取 り扱うべきものが多 く含まれるのであ り,それは先のタ
イ トルXXに おいて取 り上げたディ ・ケアーや食事サービスの場合 と同様であ
る。
また同様に非貨幣的ニー ドを社会福祉サービスの中心に据}た 場合はいずれ
それ らのサービスは貧困でない人々によって独占されることになるし,本当に
援助を必要 としている貧困者は受けられるサービスが何もないとい う事にもな
りかねないのである。特に貧困者の場合は氏のい う貨幣的ニー ドと非貨幣的二
・一 ドが複雑に絡み合っているのであり,これを機能的に分けることは現実上の
問題 として不可能と言わざるを得ないのである。
そ してそれらの問題はG.ホ シノ氏がタイ トルXXの 問題点 として指摘 して
いるところの社会福祉が伝統的に持ち続けてきた対貧困機能をどの ように評価
するかにかかる問題 と言えるのである。
おわ りに
以上,タ イ トルXXと それを取 り巻 く扶助 とサー ビスの分離論争を中心 とし
て我が国における最近の社会福祉改革論について述べてきたのであるが,当の
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タイ トルXXに ついては1980年以降 の レーガン政権下 におけ る新保守主義的傾
向 の中 にあって1981年には総合予算合体 法(●mnibusBudgetReconciliation)
26)
に よ っ て ソ ー シ ャル ・サ ー ビ ス 包 括 補 助 金 制 度 と な り,ま た 社 会 福 祉,社 会 保
障 の 大 幅 な 予 算 削 減 も伴 っ て 実 質 的 効 果 を 発 揮 し な い ま ま に 終 わ っ て い る の が
実 隋 で あ る。 今 後,特 に1988年の 大 統 領 選 挙 以 後 こ れ が い か に 変 化 し て い くの
か,ま た 新 た な 動 き が 出 て く る の か,見 守 りた い と こ ろ で あ る 。
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